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７．個７．個７．個７．個    別別別別    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    等等等等    
 
    （１）（１）（１）（１）    中中中中    間間間間    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表        
 （単位：百万円） 

 ２００５年９月中間期 ２００４年９月中間期 ２００５年３月期 

科 目 ( 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 4 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 5 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

 Ⅰ 流 動 資 産       

現 金 及 び 預 金 ８,２９１  ８,１６１  ８,７４９  

受 取 手 形 ５７１  ８１２  ８２０  

売 掛 金 ４,６２４  ３,９５４  ３,６２８  

た な 卸 資 産 ３,２７５  ２,９７９  ２,７９１  

そ の 他 ２,７１０  ２,６０８  ２,５５１  

貸 倒 引 当 金  △   ２３  △   ２０  △    １８  

流 動 資 産 合 計 １９,４４８ 41.8 １８,４９６ 39.9 １８,５２３ 40.8 

 Ⅱ 固 定 資 産       

 １． 有 形 固 定 資 産        

建 物 ９,７９３  １０,２４７  ９,７２８  

機 械 及 び 装 置 １,２４２  １,１５６  １,２２０  

工 具 器 具 備 品 ４,８１７  ４,７１０  ４,７４８  

土 地 ３,９５７  ４,１３６  ３,９７１  

建 設 仮 勘 定 ０  １  －  

そ の 他 ７４０  ７４３  ７３６  

減 価 償 却 累 計 額 △１１,６２３  △１１,４０６  △１１,４０３  

有 形 固 定 資 産 合 計 ８,９２７ 19.2 ９,５８８ 20.7 ９,００２ 19.8 

２． 無 形 固 定 資 産  ３０２ 0.6 ３５０ 0.7 ３３３ 0.7 

３． 投 資 そ の 他 の 資 産        

投 資 有 価 証 券 １４,９００  １３,３５６  １４,４９８  

長 期 貸 付 金 ９３０  １,００２  ９３７  

そ の 他 ２,７５３  ４,２０７  ２,７３３  

貸 倒 引 当 金 △   ６８０  △   ６３０  △   ６３１  

投資その他の資産合計 １７,９０２ 38.4 １７,９３６ 38.7 １７,５３９ 38.7 

固 定 資 産 合 計 ２７,１３２ 58.2 ２７,８７４ 60.1 ２６,８７４ 59.2 

資 産 合 計 ４６,５８１ 100.0 ４６,３７１ 100.0 ４５,３９８ 100.0 
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 （単位：百万円） 

 ２００５年９月中間期 ２００４年９月中間期 ２００５年３月期 

科 目 ( 2 0 0 5 . 9 . 3 0 ) ( 2 0 0 4 . 9 . 3 0 ) （ 2 0 0 5 . 3 . 3 1 ） 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

 Ⅰ 流 動 負 債        

買 掛 金 １,９６６  １,６５８  １,６０８  

短 期 借 入 金 ０  ５００  ０  

未 払 法 人 税 等 ２３９  ５６０  ３０３  

賞 与 引 当 金 ７５９  ７４２  ６３７  

そ の 他 ８９０  ８７８  ９４４  

流 動 負 債 合 計 ３,８５５ 8.3 ４,３４０ 9.4 ３,４９４ 7.7 

 Ⅱ 固 定 負 債        

長 期 借 入 金 ６  ６  ６  

退 職 給 付 引 当 金 ９０  １１９  １３４  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  －  １５５  １６４  

そ の 他  ２９６  １０  １９８  

固 定 負 債 合 計  ３９３ 0.8 ２９２ 0.6 ５０４ 1.1 

負 債 合 計  ４,２４８ 9.1 ４,６３２ 10.0 ３,９９９ 8.8 

( 資 本 の 部 )       

 Ⅰ 資 本 金  ９,２７４ 19.9 ９,２７４ 20.0 ９,２７４ 20.4 

 Ⅱ 資 本 剰 余 金        

  １．資  本  準  備  金 １０,８００  １０,８００  １０,８００  

  ２．そ の 他 資 本 剰 余 金 ０  ０  ０  

資 本 剰 余 金 合 計 １０,８００ 23.2 １０,８００ 23.3 １０,８００ 23.8 

 Ⅲ 利 益 剰 余 金        

  １．利  益  準  備  金 ８４７  ８４７  ８４７  

  ２．任  意  積  立  金 ２１,６１３  ２１,０２１  ２１,０２１  

  ３．中 間 (当 期 )未 処 分 利 益 １,４３４  １,５５１  １,３６０  

利 益 剰 余 金 合 計 ２３,８９５ 51.3 ２３,４２０ 50.5 ２３,２３０ 51.2 

 Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金  △ １,４９８ △ 3.2 △ １,２９５ △ 2.8 △ １,５８２ △ 3.5 

 Ⅴ その他有価証券評価差額金  ５４０ 1.2 ２１５ 0.5 ３５５ 0.8 

 Ⅵ 自 己 株 式  △   ６７８ △ 1.5 △   ６７６ △ 1.5 △   ６７７ △ 1.5 

資 本 合 計 ４２,３３２ 90.9 ４１,７３８ 90.0 ４１,３９９ 91.2 

負 債 及 び 資 本 合 計 ４６,５８１ 100.0 ４６,３７１ 100.0 ４５,３９８ 100.0 



（ローランド） 

                         －  － 31 

    ((((２２２２) ) ) ) 中中中中    間間間間    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書    
 
 （単位：百万円） 

 ２００５年９月中間期 ２００４年９月中間期 ２００５年３月期 

科 目 (2005.4.1～2005.9.30) (2004.4.1～2004.9.30) (2004.4.1～2005.3.31) 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

  ％   ％  ％ 
 Ⅰ 売     上     高 １６,６９７ 100.0 １６,３９０ 100.0 ３２,５０４ 100.0 
 Ⅱ 売   上   原   価 １２,２８４ 73.6 １１,９５０ 72.9 ２３,７５１ 73.1 

売 上 総 利 益 ４,４１２ 26.4 ４,４４０ 27.1 ８,７５２ 26.9 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３,５６４ 21.3 ３,５２０ 21.5 ７,１６８ 22.1 

営 業 利 益 ８４７ 5.1 ９１９ 5.6   １,５８４ 4.8 

 Ⅳ 営  業  外  収  益 ９８３ 5.8 ９２０ 5.6 １,０６３ 3.3 
受 取 利 息 １１２  ９２  １８８  
受 取 配 当 金 ７４３  ５４６  ７４０  
そ の 他 １２６  ２８１  １３４  

 Ⅴ 営  業  外  費  用 ８ 0.0 ７ 0.0 １６ 0.0 

支 払 利 息 ０  ３  ６  

そ の 他 ７  ４  ９  

経 常 利 益 １,８２２ 10.9 １,８３２ 11.2 ２,６３１ 8.1 

 Ⅵ 特   別   利   益 ２ 0.0 １２０ 0.7 １９７ 0.6 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 －  ９９  １０１  
そ の 他 ２  ２０  ９６  

 Ⅶ 特   別   損   失 ３６３ 2.2 １７３ 1.0 ５３８ 1.7 
関係会社貸倒引当金繰入額 ４９  ８９  ９２  
関 係 会 社 整 理 損 ７９  ６７  ２２０  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２０５  －  －  
減  損  損  失 １４  －  －  
そ の 他 １４  １５  ２２５  

税引前中間(当期)純利益 １,４６１ 8.7 １,７８０ 10.9 ２,２９０ 7.0 

法人税､住民税及び事業税 ３５９ 2.1 ６０７ 3.7 ３４６ 1.0 

法 人 税 等 調 整 額 △ ６２ △ 0.4 △ １０９ △ 0.6 １４７ 0.5 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １,１６４ 7.0 １,２８２ 7.8 １,７９７ 5.5 

前 期 繰 越 利 益 ３５３  ２６８  ２６８  

中 間 配 当 額 －  －  ２５１  

土地再評価差額金取崩額 ８３  －  ４５４  

中間 ( 当期 ) 未処分利益 １,４３４  １,５５１  1,３６０  
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］  

1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
 子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法 
 その他有価証券 
 時価のあるもの ………………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

 時価のないもの ………………………… 移動平均法による原価法 
(2) たな卸資産 
 商品，製品，原材料及び仕掛品 ………… 総平均法による低価法 
 貯蔵品 ……………………………………… 最終仕入原価法 
(3) デリバティブ ………………………………… 時価法 

2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 ………………………………… 定率法 

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
については定額法 
なお、主な耐用年数は以下の通り 
建    物    31～50年 
工具器具備品     2～ 6年 

(2) 無形固定資産 ………………………………… 定額法 
ただし、市場販売目的のソフトウェアについては販売可能有効期間に
おける見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェアについて
は社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 ………………………………… 定額法（主として5年で償却） 
3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 …………………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 …………………………………… 従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上して
います。 

(3) 退職給付引当金 ……………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生し
ていると認められる額を計上しています。なお、過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に
よる定額法により、受け継いだ事業年度から費用処理しています。数
理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10 年）による定率法により、発生年度の翌事業
年度から費用処理しています。 

(4) 役員退職慰労引当金 ………………………… 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要
支給額を計上していましたが、2005 年 6 月をもって役員退職慰労金
制度を廃止しました。これに伴い、2005 年 6 月までの在任期間にか
かる役員退職慰労金については、それぞれの役員の退任時に支給する
こととし、固定負債の「その他」に含めて表示しています。 

4. リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

5. 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の「その他」に含めて表示しています。 

6. 中間会計期間に係る税額計算方法 
中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別償却準備金の取
崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しています。 

    
［会計方針の変更］［会計方針の変更］［会計方針の変更］［会計方針の変更］  

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
6号 平成15年10月31日）を適用しています。これにより税引前中間純利益は14百万円減少しています。        
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［注記事項］［注記事項］［注記事項］［注記事項］     
 
（中間貸借対照表関係） (単位：百万円) 
 ２００５年９月中間期 ２００４年９月中間期 ２００５年３月期 

 （2 0 0 5 . 9 . 3 0） （2 0 0 4 . 9 . 3 0） （2 0 0 5 . 3 . 3 1） 
担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務    
担 保 提 供 資 産 ２,５７９ ２,６４４ ２,６１０ 
対 応 す る 債 務 ３９５ ７１６ ２１１ 

保 証 債 務 １,０６９ ６２４ １,０４８ 
輸 出 手 形 割 引 高 ５９５ ２９３ ３７３ 
 
 
（中間損益計算書関係）                               （単位：百万円） 
 ２００５年９月中間期 ２００４年９月中間期 ２００５年３月期 

 （2005.4.1～2005.9.30） （2004.4.1～2004.9.30） （2004.4.1～2005.3.31） 
減 損 損 失 当中間会計期間において、以

下の資産について減損損失を
計上しています。 

場所 用途 種類 

静岡県 
浜松市 

遊休 
(寮用地と
して取得) 

土地 

長野県 
松本市 

遊休 
(社宅用地と
して取得) 

土地 

当社は、事業の種類別セグメ
ントをベースに資産のグルー
ピングを行っています。将来使
用が見込まれない遊休資産に
ついて減損認識を行い、帳簿価
額を回収可能価額まで減額
し、14 百万円を減損損失として
特別損失に計上しています。な
お、回収可能価額は正味売却価
額により測定しており、固定資
産税評価額により評価してい
ます。 

  

減 価 償 却 実 施 額    
有 形 固 定 資 産 ３４２ ３６０ ７９３ 
無 形 固 定 資 産 ７４ ７３ １４５ 

 
 
（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しています。 

 
（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                    （単位：百万円） 
2005年9月中間期(2005.9.30) 2004年9月中間期(2004.9.30) 2005年3月期(2005.3.31) 

種 類 中間貸借対 
照表計上額 

時 価 差 額 中間貸借対 
照表計上額 

時 価 差 額 貸借対照 
表計上額 

時 価 差 額 

子会社株式 2,965 19,864 16,899 3,543 22,097 18,553 4,596 14,234 9,638 

 
 


